
「待機児童ゼロ特命チーム」の設置について 

 

１．特命チーム設置の趣旨 

○待機児童数は、近年増加傾向にあり、過去最高の水準に近付いている。 

※待機児童数 <H20.4> 19,550人 ⇒ <H21.4> 25,384人 ⇒ <H22.4> 26,275人 

   待機児童解消を一刻も早く実現することは、雇用の創出において有効であ

るとともに、子育て世代の育児と就労支援や尐子化対策の推進の観点から

重要性が高い。 

○このため、待機児童解消を目指す『子ども・子育て新システム』の前倒し実

施について、スピード感を持って検討するため、官邸主導による「特命チー

ム」を設置する。 

２．検討項目 

○平成２２年１月に閣議決定した『子ども・子育てビジョン』に基づき、平成２５

年度に導入を予定している『子ども・子育て新システム』について、平成２３年

度からの前倒し実施を検討する。 

 ※「子ども・子育て新システム」の概要 

①待機児童解消、仕事と生活の両立支援を実現し、子どもの育ち・子育て家庭を社会全体で 

支えるため、制度・財源・給付について、包括的・一元的な制度を構築する。 

②給付面では、ニーズに応じた多様な給付を保障する。利用者本位のサービスの包括的・一元

的提供（幼保一体化、多様な給付の提供）と基礎自治体による自由な給付設計を実現する。 

 

３．今後のスケジュール 

○１１月中旪までに前倒し実施の基本構想をとりまとめ、平成２３年度予算等

に反映する。 
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